
板橋区経営安定化特別融資運営要綱 

 

令和 3 年 3 月 12 日区長決定 

令和 3 年 12 月 6 日一部改正 

令和 4 年 4 月 1 日一部改正 

令和 4 年 7 月 1 日一部改正 

令和 4 年 12 月 2 日一部改正 

令和 5 年 4 月 1 日一部改正 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、新型コロナウイルス感染症（病原体がベータコロナウイルス属

のコロナウイルス（令和２年１月に、中華人民共和国から世界保健機関に対して、

人に伝染する能力を有することが新たに報告されたものに限る。）であるものに限

る。以下同じ。）又は原油価格や物価高騰の影響により事業活動に支障が出ている

区内中小企業者等の資金繰り等を支援するに当たり、金利負担の低減及び信用保証

料の補助を通じて経営の安定化等を図ることを目的に、「板橋区産業融資制度運営

要綱」（平成 24 年３月 31 日区長決定。以下「産業融資運営要綱」という。）第５条

ただし書の規定に基づき、「経営安定化特別融資」（以下第 11 条を除き「融資」と

いう。）を実施するため、その運営に関し、必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（融資のあっせん） 

第２条 板橋区（以下「区」という。）は、融資を受けようとする者の申し出に基づき、

審査し、適当と認めたものについて、区長が指定する金融機関に対し、融資のあっ

せんを行う。 

２ 申請は、１会計年度につき、１企業１回とする。ただし、融資が実行されなかっ

た場合はその限りではない。 

 

（融資の資格） 

第３条 融資を受けることができる者は、産業融資運営要綱第７条各号に該当してお

り、かつ、新型コロナウイルス感染症又は原油価格や物価高騰の影響により、売上

減少等の業況悪化をきたしている、又は悪化が見込まれ資金繰りが必要な者とする。 

 

（融資の限度額等） 

第４条 融資の名称、資金の使途、限度額及び期間は、次の各号のとおりとする。 

（１）融資の名称  経営安定化特別融資 

（２）資金の使途  運転資金又は設備資金とし、これらの資金の併用及び既往借入

金の借換えの利用も可とする。 

（３）融資の限度額 1,000 万円 



（４）融資期間   ８年以内（据置２年以内を含む。） 

 

（借換えの条件） 

第５条 既往借入金の借換えのために融資を受ける場合において、当該借換えの対象

となる既往借入金は、東京信用保証協会の信用保証が付いているものに限るものと

する。 

ただし、経営安定化特別融資からの借換えは不可とする。 

 

（融資の保証） 

第６条 融資を受けようとする者は、東京信用保証協会の保証を付けなければならな

い。 

 

（融資の利率） 

第７条 融資の利率は、貸付時の長期プライムレートに 0.2％を加算した利率以内と

する。ただし、東京信用保証協会の信用保証が責任共有制度の対象外となったとき

は、貸付時の長期プライムレート以内とする。 

 

（利子補給） 

第８条 区は、借り受ける者の負担を軽減するため、融資利率に 1.0 を乗じた割合に

ついて 48 か月目まで利子を補給する。ただし、利子補給限度割合は 5.0％とする。 

 

（受付期間） 

第９条 受付期間は、令和５年４月１日から令和５年 12 月 28 日までとする。 

 

（必要書類） 

第１０条 融資の申込をする者は、板橋区経営安定化特別融資申込書（別記第１号様

式）のほか、板橋区産業融資実施要領（平成元年３月 31 日部長決裁。以下「実施要

領」という。）第８条に定める書類（産業融資申込書は除く）を区長に提出しなけれ

ばならない。 

２ 第５条に定める既往借入金の借換えのために融資の申込をする者は、前項に定め

る書類のほか、板橋区経営安定化特別融資借換同意及び誓約書（別記第２号様式）

を区長に提出しなければならない。 

３ 完済対象融資の管理者（既往借入金を貸し付けた金融機関をいう。以下同じ。）

は、融資実行後速やかに板橋区経営安定化特別融資実行に伴う完済報告書（別記第

３号様式）を区長に提出しなければならない。 

 

（重複利用） 

第１１条 産業融資運営要綱第５条に規定する融資を受け、返済が完了していない者



でも重複して借り受けることができる。 

 

（信用保証料の補助） 

第１２条 区長は、第６条の規定により東京信用保証協会の保証を付して融資を受け

た者に対し、その者が負担した信用保証料（以下「保証料」という。）を予算の範囲

内において補助するものとする。 

 

（保証料補助金額） 

第１３条 保証料の補助金額は、実施要領に規定する産業融資結果報告書兼利子補給

金請求原票に記載された実行金額を基準として、東京信用保証協会が定めた保証料

率及び分割係数により算出した信用保証料額（違約金及び過怠金を除く。）とする。 

２ 前項に規定する保証料の補助は、融資の実行時に要したものを対象とし、その後

の条件変更等の実施により追加で要したものは対象外とする。 

 

（保証料の交付申請等） 

第１４条 保証料の補助を受けようとする者は、信用保証料補助金交付申請書兼請求

書（別記第４号様式）を区長に提出しなければならない。 

 

（交付の決定及び額の確定） 

第１５条 区長は、前条の補助金交付申請書兼請求書の提出を受けたときは、その内

容等を審査し、補助金交付の可否の決定及び額の確定を行うものとする。 

２ 前項の規定により、補助金の交付を決定したときは、信用保証料補助金交付決定

通知書（別記第５号様式）を、補助金の交付をしないと決定したときは、信用保証

料補助金不交付決定通知書（別記第６号様式）を申請者に対し交付するものとする。 

 

（返還命令） 

第１６条 区長は、交付決定者が次のいずれかに該当すると認めたときは、保証料補

助金の全部又は一部の返還を命ずることができる。 

（１）偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

（２）繰上償還、条件変更等により保証料の返戻を受けたとき。 

２ 交付決定者は、前項の規定による保証料補助金返還金を区に返還しない場合には、

新たに区制度融資のあっせんを受けることができない。 

 

（補足） 

第１７条 この要綱に定めのない事項については、産業融資運営要綱及び実施要領を

準用する。 

 

 



付 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 

付 則 

この要綱の一部改正は、令和３年１２月６日から施行する。 

 

 

付 則 

１ この要綱の一部改正は、令和４年４月１日から施行する。 

２ この改正後の要綱の規定は、令和４年度の経営安定化特別融資の申請から適用し、 

 令和３年度の申請については、なお従前の例による。 

 

 

  付 則 

１ この要綱の一部改正は、令和４年７月１日から施行する。 

２ この改正後の要綱の規定は、令和４年７月１日以後の経営安定化特別融資にかか

る申請から適用し、同日前の経営安定化特別融資にかかる申請については、なお従

前の例による。 

 

 

付 則 

この要綱の一部改正は、令和４年１２月２日から施行する。 

 

 

付 則 

１ この要綱の一部改正は、令和５年４月１日から施行する。 

２ この改正後の要綱の規定は、令和５年度の経営安定化特別融資の申請から適用し、 

 令和３年度又は令和４年度の申請については、なお従前の例による。 

  また、令和４年度の申請に限り、第４号様式については、施行日以降も旧様式で

の提出を有効とする。 


